
 
 

議案第６号 

   令和２年度野田村簡易水道事業特別会計補正予算（第３号） 

 令和２年度野田村の簡易水道事業特別会計の補正予算（第３号）は、次に定めると

ころによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 79,689 千円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 171,356 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 213 条第１項の規定により翌年度に

繰り越して使用することができる経費は、「第２表繰越明許費」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。 

  令和３年３月３日提出  

岩手県野田村長 小 田 祐 士  

 理由 

 水道管理費に所要の予算措置を講じた外、水道施設費を減額しようとするものであ

る。これが、この予算案を提出する理由である。 



第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

54,101△39,68993,7905 繰 入 金

54,101△39,68993,7901 他 会 計 繰 入 金

25,500△40,00065,5008 村 債

25,500△40,00065,5001 村 債

171,356△79,689251,045歳 入 合 計



歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

115,996△79,829195,8251 水 道 事 業 費

65,32617165,155 1 水 道 管 理 費

50,670△80,000130,670 2 水 道 施 設 費

54,81014054,6702 公 債 費

54,81014054,670 1 公 債 費

171,356△79,689251,045歳 出 合 計



第 ２ 表  繰 越 明 許 費 

                                   （単位：千円） 

款 項 事業名 金額 

１ 水 道 事 業 費 １ 水道管理費 水道台帳整備業務委託事業 8,000 

１ 水 道 事 業 費 ２ 水道施設費 簡易水道施設事業 13,557 

 

 

 

 

 



第 ３ 表  地 方 債 補 正 

 変 更                                    （単位：千円） 

変 更 前 変 更 後 

起債の 

目的 
限度額 

起債の

方法 
利 率 償還の方法 

起債の 

目的 
限度額 

起債の

方法 
利 率 償還の方法 

簡易水 

道事業 

65,500 証書借

入又は

証券発

行 

年 5.0％ 

以内 

融資先の融

資条件によ

る。ただし、

村財政の都

合により据

置期間及び

償還期間を

短縮し、若し

くは繰上償

還又は低利

に借換する

ことができ

る。 

簡易水 

道事業 

25,500 証書借

入又は

証券発

行 

年 5.0％ 

以内 

融資先の融

資条件によ

る。ただし、

村財政の都

合により据

置期間及び

償還期間を

短縮し、若し

くは繰上償

還又は低利

に借換する

ことができ

る。 

計 65,500    計 25,500    

 

 



歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総　括

歳 入 （単位：千円）

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 備 考

5 繰 入 金 93,790 △39,689 54,101

8 村 債 65,500 △40,000 25,500

△79,689 171,356歳     入     合     計 251,045



地 方 債国県支出金

歳 出

款 補正前の額 補　正　額

（単位：千円）

計

そ の 他
一般財源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特     定     財     源 備 考

水 道 事 業 費 195,8251 115,996△79,829 △40,000 △39,829

公 債 費 54,6702 54,810140 140

歳     出     合     計 251,045 △79,689 171,356 △39,689△40,000



補正前の額

２　歳　入
5 繰入金

（単位：千円）

款              項              目 補 正 額 計
区   分

節

金   額
説     明

5 繰入金 93,790 54,101△39,689

1 他会計繰入金 93,790 54,101△39,689

一般会計繰入金一般会計繰入金1 一般会計繰入金 93,790 54,101 1 △39,689△39,689

8 村債 65,500 25,500△40,000

1 村債 65,500 25,500△40,000

簡易水道事業債簡易水道事業債1 簡易水道事業債 65,500 25,500 1 △40,000△40,000



３　歳　出
1 水道事業費

（単位：千円）

款  項  目 説    明

節

区　　分 金　　額
補正前の額 補 正 額 計

補 　正 　額   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

そ の 他地 方 債国県支出金

1 水道事業費 195,825 △79,829 115,996 △40,000 △39,829

1 水道管理費 65,155 171 65,326 171

〇一般職給与費1 一般管理費 28,031 171 28,202 171 3職 員 手 当 等 171

2 水道施設費 130,670 △80,000 50,670 △40,000 △40,000

〇簡易水道配水管布設事業費1 水道施設費 130,670 △80,000 50,670 △40,000 △40,000 14工 事 請 負 費 △80,000

2 公債費 54,670 140 54,810 140

1 公債費 54,670 140 54,810 140

〇償還金2 利子 8,099 140 8,239 140 22償還金､利子 140

及 び 割 引 料



１　一般職

　⑴　総　括

報　酬 給　料 職員手当 計

(13)

16

(13)

16

補正後 78 2,293 1,617 177 586 26        

補正前 78 2,293 1,617 126 466 26        

比　較 0 51 120 0

補正後 1,925

補正前 1,925

比　較

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）

　で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。

２　（　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

(単位：千円)

区分
職員数
(人)

給　　　与　　　費
共済費 合　計 備　考

補正後 3,874 10,294 6,702 20,870 2,976 23,846

補正前 3,874 10,294 6,531 20,699 2,976 23,675

比　較 -         171 171 0 171

職員手当
の 内 訳

区　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当
時 間 外
勤務手当

管理職手当 通勤手当

区　分
管理職員特
別勤務手当

特殊勤務
手　　当

住居手当 宿日直手当 児童手当
退職手当
負 担 金

給 与 費 明 細 書



　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 3 10,294 6,469 16,763 2,976 19,739

補正前 3 10,294 6,298 16,592 2,976 19,568

比　較 171 171 0 171

補正後 78 2,060 1,617 177 586 26

補正前 78 2,060 1,617 126 466 26

比　較 0 51 120 0

補正後 1,925

補正前 1,925

比　較 0 0 0 0 0 gatu 

備考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る

　職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。

２　（）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

　イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(13)

13

(13)

13

補正後 233

補正前 233

比　較 0 0 0 0 0

補正後

補正前

比　較 0 0 0 0 0 0

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含

　む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。

２　（）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤

  務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きすること。

備　考

扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

(単位：千円)

通勤手当

児童手当

区分
職員数
(人)

給　　　与　　　費
共済費 合　計

時 間 外
勤務手当

管理職手当区　分

(単位：千円)

区分
職員数
(人)

給　　　与　　　費
共済費 合　計 備　考

職員手当
の 内 訳

区　分

3,874 233 4,107

退職手当
負 担 金

管理職員特
別勤務手当

特殊勤務
手　　当

住居手当 宿日直手当

4,107

4,107

0

補正前 3,874 233 4,107

補正後

寒冷地手当

0 0 0 0 0比　較

通勤手当

区　分
管理職員特
別勤務手当

特殊勤務
手　　当

住居手当 宿日直手当

職員手当
の 内 訳

区　分
時 間 外
勤務手当

管理職手当扶養手当 期末手当 勤勉手当

児童手当
退職手当
負 担 金

退職手当
特別負担金



⑵　報酬・給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額 備　考

給与改定の状況

　給料の改定率 ％

　給与改定実施時期

％

（号給数） (職員数)

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給以上

職員数の異動状況

補正後 16 人

補正前 16 人

増　減 0 人

（単位：千円）

増減事由別内訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　明

報　　酬
給　　料

0

給与改定に
伴う増減分

昇給に伴う
増加分

　 平均昇給率

   昇給号給数別職員数

その他の増
減分

職員手当 171

制度改正に
伴う増減分

その他の増
減分

171 寒冷地手当、時間外勤務手当



　ア　会計年度任用職員以外の職員

区　　分 増減額 備　考

給与改定の状況

　給料の改定率 ％

　給与改定実施時期

％

（号給数） (職員数)

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給以上

職員数の異動状況

補正後 3 人

補正前 3 人

増　減 0 人

　イ　会計年度任用職員

区　　分 増減額 備　考

給与改定の状況

　給料の改定率 ％

　給与改定実施時期

％

（号給数） (職員数)

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給以上

職員数の異動状況

補正後 13 人

補正前 13 人

増　減 0 人

（単位：千円）

増減事由別内訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　明

給　　料

給与改定に
伴う増減分

昇給に伴う
増加分

　 平均昇給率

   昇給号給数別職員数

その他の増
減分

(現に在職する職員数)

職員手当 171

制度改正に
伴う増減分

0

その他の増
減分

171 寒冷地手当、時間外勤務手当

(単位：千円)

増減事由別内訳 説　　　　　　　　　　　　　　　　明

報　　酬
給　　料

0

給与改定に
伴う増減分

昇給に伴う
増加分

　 平均昇給率

   昇給号給数別職員数

その他の増
減分

(現に在職する職員数)

職員手当 0

制度改正に
伴う増減分

その他の増
減分



　　(単位:千円)

１　普　通　債 402,939 393,823 25,500 40,311 379,012

　⑴　簡易水道事業債 402,939 393,823 25,500 40,311 379,012

２　災害復旧費 52,700 52,375 6,260 46,115

　⑴　簡易水道 52,700 52,375 6,260 46,115

合　　　　　計 455,639 446,198 25,500 46,571 425,127

区　　　　　分

地方債の前前年度末現在における現在高並びに前年度末及び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

前 前 年 度 末
現 在 高

前年度末現在
高 見 込 額 当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当該年度中元
金償還見込額

当 該 年 度 末
現在高見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込


